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[研究報告要 旨 ]

1990年 代以降、国の財政 の悪化 、 さらには地方経済の疲 弊 は地方 自治体

の財 政 を直撃 した。 多 くの地方 自治体 が財 政 困難 に陥 り、行 政 サー ビス水

準 の切 り下 げ を迫 られ 、 さらに複 数 自治体 間 での合 併 を余儀 な くされ た。

市町村合併 は、 と りわけ中山間部や 島嶼部 を周縁化 させ る傾 向を持つ。

こ うした状況 の なかで 、特 に市 町村 合 併 を経 た 中山間地や 島嶼部 で 、合

併 前 に地方 自治 体 が担 っていた様 々な公 共的 な事業 の一部 を、民 間の私法

人 が担 う動 きが 出て きて い る。 こ うした私 法 人 には、 自治会・ 町 内会 とい

った地域住民組織 のほか に、集落営農 法人や NPOな どがある。

民 間私 法人 が公 共 的 な事業 を担 うよ うにな った のは、市町村 合併 に よつ

て地方 自治体 が地域 コ ミュニテ ィか ら遠 くな つた か らだ けではない。 い わ

ゆ る政府 セ クター で もな く、 また純粋 な企業 セ ク ター に包含 され るので も

ない 中間セ クター の私法 人 が 、政府 や 市場 か ら資源 を調 達 しなが ら地域社

会 の様 々な課題 に取 り組 む こ とが社会 的な要請 となって きたのであ る。

この研 究で は、地域社 会 の課題 に取 り組 み 、地域社 会 の公 共的 な運 営 を

担 う私法人 として、全国 か ら 9つ の法人 な らび に組織 を選抜 し、 これ らを

対象 に ヒア リングを中心 とす る調 査 分析 を行 った。選 抜 の基 準 は、 当該 法

人・組織 が (1)地 域社会 の構成員 に よる討議 と合意形成 の場 となってい るこ

と、な らび に (2)当 該 法人・組織 が事業経営 主体 として存立 してい るこ と、

である。

調 査 の結果 、おお よそ以 下 の こ とが確認 され た。 す なわ ち、① 中山間部

や 島嶼 部 の地域 社 会 にお いて、小学校 区程度 の範域 の地域 (住 民 )自 治組

織 を基礎 に して、地域 の公 共的 な事 が らに関す る討 議 と合意形成 が行 われ

て きた こ と、 な らび に、② 地域 (住 民)自 治組織 を基礎 と して創 設 され る

事業体 が、a.地 域共 同管理型 事業 、b.企 画提案型事業 、 c.生 活支援型事業 と

いった きわめて公益性 の高い事業 を展 開 してい るこ とで あ る。


